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本報告書は、航空自衛隊第1補給処においてオフィス家具の調達に係る入札談合が発生

したことに鑑みて、検査を実施し、その状況を取りまとめたことから航空自衛隊第1補給

処における事務用品等の調達に係る入札・契約及び予算執行の状況について、会計検査院

法（昭和22年法律第73号）第30条の2の規定に基づき、会計検査院長から衆議院議長、参

議院議長及び内閣総理大臣に対して報告するものである。

平 成 2 3 年 9 月

会 計 検 査 院
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航空自衛隊第1補給処における事務用品等の調達に係る入札・契約及び予算執行

の状況について

検 査 対 象 防衛省（平成19年1月8日以前は内閣府防衛庁）

航空自衛隊第1 航空自衛隊で任務の遂行に必要となるオフィス家具、ОＡ機
補給処における
事務用品等の調 器、事務用消耗品、整備用工具、塗料、洗剤、体育訓練用備
達の概要

品等の調達

検査の対象とし 5,500件 600億8550万円（平成17年度～22年度）
た契約件数及び
契約金額

1 検査の背景

(1) 航空自衛隊における事務用品等の調達

航空自衛隊は、任務の遂行に必要となるオフィス家具、ОＡ機器、事務用消耗品
(注1)

（以下、これらを合わせて「事務用品」という。）、整備用工具、塗料、洗剤、体育

訓練用備品等の一般に市販されている物品を毎年度多数調達している。

(注1) オフィス家具 事務室、倉庫等の建物内に配置されている机、椅子、収

納家具（ロッカー、書庫等）、タイルカーペット、ＯＡフロア等の備
じゅう

品をいう。公正取引委員会の排除措置命令等においては、「什器類」

と表している。

自衛隊における調達には、装備施設本部が実施する調達と、各自衛隊が実施する調

達とがあり、事務用品については、そのほとんどを各自衛隊が実施する調達により行

っている。そして、航空自衛隊においては、一部緊急を要するなどの場合に部隊等で

直接調達されている事務用品もあるが、大部分は、需品等の保管、補給、整備、調達

等に関する事務を所掌している航空自衛隊第1補給処（以下「第1補給処」という。）

において調達が行われている。

第1補給処には、第1補給処東京支処（以下「東京支処」という。）等2支処が置かれ

ており、東京支処は、分任支出負担行為担当官が設置され、第1補給処等から要求され

た事務用品等に係る予定価格の算定、入札・契約事務等を行っている。

また、航空自衛隊には、第1補給処を含めて4補給処が置かれており、担任する装備

品等は表1のとおりとなっている。
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表1 航空自衛隊の各補給処の担任する装備品等

補給処の名称 担任する装備品等
航空自衛隊第1補給処 需品、車両、航空機の支援器材（標的及びえい航器材を

除く。）、化学器材、施設器材及び衛生資材
航空自衛隊第2補給処 航空機、航空機の機体用部品、エンジン及び同部品
航空自衛隊第3補給処 通信電子器材、写真器材及び気象器材
航空自衛隊第4補給処 火器、弾薬並びに標的及びえい航器材

さらに、航空自衛隊には、航空自衛隊各補給処の事務の実施の企画及び総合調整並

びに各補給処の管理を行う機関として、航空自衛隊補給本部（以下「補給本部」とい

う。）が設置されている。

そして、第1補給処における事務用品等の調達に係る予算執行手続等は次のとおりと

なっている。

① 補給本部長は、各補給処の執行状況を把握し、これらの執行実績も踏まえ、第1補

給処と調整するなどして、第1補給処において事務用品等の調達に充てる予算として、

予算総括者である航空幕僚長に支出負担行為の計画及び限度額の示達要求の申請を

行う。

② 航空幕僚長は、四半期ごとに支出負担行為の計画の示達の要求総括表を作成し、

各省各庁の長である防衛大臣に提出する。

③ 支出負担行為担当官である航空幕僚監部総務部長は、防衛大臣から支出負担行為

計画の示達を受けると、分任支出負担行為担当官である東京支処長に支出負担行為

の限度額を示達する。

④ 東京支処長に支出負担行為の限度額の示達が行われると、第1補給処長は、各部隊

等からの調達要望等も踏まえて事務用品等の調達品目及び数量を決定し、要求のた

めの仕様書等を作成の上、使用する予算科目も示した上で、東京支処長に対して調

達要求を行う。

⑤ 東京支処長は、第1補給処長からの調達要求を受けると、分任支出負担行為担当官

として、予定価格の算定、入札・契約事務等を行い、業者に発注する。

(2) 入札談合事件の概要

防衛省（平成19年1月8日以前は内閣府防衛庁）は、防衛施設庁における入札談合事

件の発生等不祥事が重なったことなどを踏まえて、防衛省・自衛隊の全ての組織に対

して独立した立場で、予算の適正かつ効率的な執行及び法令遵守の観点から防衛省に

おける職務執行の状況を厳格に監察する組織として、19年9月に防衛大臣直属の防衛監
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察本部を設置している。そして、防衛監察本部による監察（以下「防衛監察」とい

う。）は、これまで入札談合防止を対象項目の一つとしており、20年度の防衛監察に

おいて、第1補給処が17年度から19年度までの間に締結した事務用品等の調達に係る契

約計220件、契約金額計約57億円について不自然な入札状況が判明した。

このため、防衛省は、21年5月に、公共事業の入札・契約手続の改善に関する行動計

画（平成6年閣議了解）等を踏まえて定められている「談合情報対応マニュアル」に基

づき、当該談合情報を公正取引委員会に通知した。

公正取引委員会は、21年6月に、第1補給処、東京支処及び関係事業者に対して、

「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」（昭和22年法律第54号）第47条

第1項第4号の規定に基づく立入検査を行った。

そして、公正取引委員会は、22年3月30日に、航空自衛隊が発注する什器類について、

メーカー6社が同法第3条の規定により禁止されている不当な取引制限を行っていたと
(注2)

して、このうち5社に対して、同法第7条第2項の規定に基づく排除措置命令及び同法第

7条の2第1項の規定に基づく課徴金納付命令を行った。また、同日に、第1補給処が調

達を希望するメーカーについて、第1補給処の職員がその意向をメーカー6社に対して

示すなど「入札談合等関与行為の排除及び防止並びに職員による入札等の公正を害す

べき行為の処罰に関する法律」(平成14年法律第101号。以下「入札談合等関与行為防

止法」という。)に規定する入札談合等関与行為を行っていた事実が認められたとして、

防衛大臣に対して、同法第3条第2項の規定に基づき、当該入札談合等関与行為が排除

されたことを確保するために必要な改善措置を講ずるよう求めた。さらに、同日に、

第1補給処が予算の執行余剰分によって調達する物品について、取引実績等を考慮し、

事業者別の調達目標をあらかじめ設定して調達要求を行っていて、改善措置要求の対

象となった什器類以外の物品についても、入札談合等関与行為防止法上の問題を生じ

させるおそれがあるとして、防衛省に対して、同法の趣旨及び内容の周知徹底、入札

の実態についての再点検や必要な場合には改善を行うことなどの再発防止のための所

要の措置を講ずるよう要請を行った。

会計検査院に対しては、上記の命令と同日付けで、公正取引委員会から、防衛省に

対して入札談合等関与行為が排除されたことを確保するために必要な改善措置を速や

かに講ずるよう求めた旨の通知が行われている。

(注2) メーカー6社 株式会社イトーキ、株式会社内田洋行、プラス株式会社、
株式会社ライオン事務器、株式会社岡村製作所、コクヨファニチャー
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株式会社

(3) 防衛省における調査結果

防衛省は、外部の有識者を加えた「航空自衛隊第1補給処オフィス家具等の事務用品

談合事案調査・検討委員会」を設置するなどして、事実関係の調査、背景・原因の解

明及び改善措置の検討を行い、談合事案に係る調査結果及び改善措置を取りまとめて、

22年12月14日に、「航空自衛隊第1補給処におけるオフィス家具等の調達に係る談合事

案に関する調査報告書」(以下「調査報告書」という。)として、これを公表した。

調査報告書における調査結果の主な内容は、以下のとおりである。

ア 16年度以前においては、装備施設本部で実施する航空自衛隊要求分の調達及び各

補給処で実施する調達分の予算の執行残分の大半が第4四半期に判明するため、これ

らを航空自衛隊の予算の年度執行計画で予定されていなかった計画外予算として、

第1補給処において事務用品等の調達に充てていた。そして、第1補給処では、この

年度末に集中する計画外予算を使い切るため、随意契約の公表基準額としていた50

0万円以下の額に契約を分割し、年度末に集中的に随意契約により調達を行っていた。

しかし、17年度以降、随意契約に関する事務の取扱い等について（平成17年2月2

5日財計第407号。以下「財務省通達」という。）により、物品の購入については、

予定価格が160万円を超える随意契約については公表することとされたことなどから、

これらの随意契約を一般競争へと移行せざるを得ないこととなった。これに際して、

補給本部の副本部長は、第1補給処資材計画部長に対して、航空自衛隊ＯＢが在籍す

る会社やこれまで無理な予算執行を支えてきた使い勝手の良い会社が急激なダメー

ジを受けないよう配慮すべきとの意向を示した。

第1補給処資材計画課は、17年度の計画外予算の執行に際して、計画外予算の発生

見積額に応じたメーカー等別の調達要求目標額を設定した一覧表を作成した。そし

て、この目標額を達成するため、第1補給処が調達を希望する特定のメーカーに対し

て本来自らが実施すべき同等品調べを依頼し、メーカーから自社のものが最も安価
(注3)

となるような結果の提出を受け、これに基づき作成した調達品目表を仕様書に記載

して入札を行うことによって、当該メーカー等を落札させる仕組みを確立させた。

イ オフィス家具以外の物品の調達においても、18年度以降、オフィス家具と同様に、

調達要求目標額に基づき調達要求を管理していた。これらについてオフィス家具の

ような入札談合行為の仕組みは確認できなかったが、コピー機関係の入札で、特定
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の5社のシェアがいずれも20％前後であるなど不自然な状況が見受けられた。

ウ 第1補給処でのオフィス家具の調達に係る予算について、予算科目の観点から法令

に準拠しているとは認められない執行が17年度から20年度までの間において、311件

75億余円中、216件59億余円確認された。

(注3) 同等品調べ 調達する物品について、仕様を満たす複数のメーカーの同
等品の型番を調査すること

(4）防衛省における改善措置

調査報告書によると、22年6月までに各調達機関で以下の改善措置等が講じられたと

されている。

ア 入札談合防止に対する更なる周知を図るため、職員の意識と入札談合関連法令等

の理解度を高めるための教育・研修の実施

イ 入札公告期間の十分な確保、公告のホームページ掲載や掲示場所の増加、入札条

件の緩和や計画的な調達による競争入札の拡大、入札情報の充実等による競争性の

確保

ウ 過去数年分の調達データの整備及び複数の職員による自己点検や部内監査を利用

した検証態勢の強化

また、調査報告書によると、入札談合等関与行為や当該調査の過程で付随的に判明

した会計経理上の問題等に関して上記に加えて新たに以下の改善措置を執るとされて

いる。

ア 談合関連企業への再就職の自粛

イ 調達組織における再就職支援のための援護業務の廃止

ウ 航空自衛隊の補給・整備組織の見直し

エ 事務用品の調達における、競争の導入による公共サービスの改革に関する法律

（平成18年法律第51号）に基づく民間競争入札（以下「民間競争入札」という。）
(注4)

の実施

オ 仕様書の作成要領の見直し

カ 予算執行のチェック機能の強化

キ 入札談合等関与行為防止法等の法令遵守に関する教育の徹底

ク 調達等関係業務に同一の職員が長期にわたって就くことがないようにするなどの

人事管理の徹底
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ケ 公益通報制度の周知・徹底

コ 入札過程の監視、入札結果の検証、会計監査・業務監査等のチェック機能の強化

サ 損害賠償請求に関する厳正な対処

(注4) 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律に基づく民間競争入札
国の行政機関等が自ら実施する公共サービスに関し、民間事業者の

創意と工夫が反映されることが期待される一体の業務を選定して競争
入札に付し、その当該競争入札対象の公共サービスの質の維持向上及
び経費の削減を実現する上で最も有利な申込みをした民間事業者を落
札者として決定する入札手続

2 検査の観点、着眼点、対象及び方法

(1）検査の観点及び着眼点

航空自衛隊における事務用品等の調達に関しては、競争性、透明性及び公正性を確

保し、入札談合の防止を図るとともに経済的な予算執行を行うことが求められている。

このような状況等を踏まえ、会計検査院は、合規性、経済性、効率性、有効性等の観

点から第1補給処及び東京支処における事務用品等の調達について、次のような点に着

眼して検査を実施した。

ア 入札・契約及び予算執行事務が適正に行われているか

イ 調達品の仕様等は適切なものとなっているか

ウ 予定価格の算定が適切に行われているか

エ 会計経理に関して、防衛省において執られた改善の措置は適切かつ効果的なもの

となっているか

(2) 検査の対象及び方法

検査に当たっては、17年度から22年度までの間に第1補給処の調達要求に基づき東京

支処が締結した全契約計15,934件、当初契約金額計979億8418万余円のうち、入札談合

が行われたとされている17年度から20年度までの間に締結したオフィス家具の調達に

係る契約計311件、当初契約金額計75億6324万余円と、入札談合が取りやめられたとさ

れている21年度に締結した契約計21件、当初契約金額計1億3071万余円を対象とした。

さらに、不自然な入札状況が見受けられたとされるＯＡ機器、トナー等を含めたオフ

ィス家具以外の事務用品等の調達について契約金額が100万円以上の計5,168件、当初

契約金額計523億9153万余円を加え、合計5,500件、当初契約金額合計600億8550万余円

を対象とした（表2参照）。

検査は、計算証明規則に基づき提出された証拠書類等のほか、入札・契約状況等に
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関する調書等を徴して、これらの調査、分析等を行うとともに、第1補給処、東京支処、

各部隊等において、調達要求の状況、予定価格の算定の状況、事務用品等の使用の状

況等を確認するなどして会計実地検査を行った。

3 検査の状況

(1) 航空自衛隊の補給処における予算執行の状況

ア 第1補給処に係る年度執行計画と予算執行の状況

航空自衛隊における予算の執行に当たっては、防衛省予算の執行手続に関する訓

令（昭和32年防衛庁訓令第29号）に基づき、その予算の執行に関する総括事務を行

うこととされている航空幕僚長が年度執行計画を策定した上で実施することとされ

ている。

この航空幕僚長が行う事務の実施に資するため、補給本部長は、補給本部各部所

掌の装備品等に係る予算の執行及び各補給処に係る支出負担行為限度額の示達要求

に関する事務を行うこととされていて、毎年度の予算案等を基に年間予算執行計画

を作成している。年間予算執行計画は、予算の積算項目である予算計上項目等ごと

に区分して、それぞれ計画額を計上するもので、予算額と計画額とは、基本的に項

目、金額ともに一致している。また、補給本部長は、装備品等について、毎年度の

予算案等を基に調達基本計画を作成している。調達基本計画は、各予算計上項目の

中から一部留保対象経費が除外されるなどしていて、年間予算執行計画における計

画額よりも低い額となっているが、装備品等に係る予算計上項目の項目自体は年間

予算執行計画と一致している。

17年度から20年度までの間の年度執行計画及び年間予算執行計画に係る行政文書

は、航空自衛隊において保存期間が満了していて廃棄されていたことから、会計検

査院は、調達基本計画に計上されている計画額と執行額について、第1補給処が担任
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する装備品等に関して予算科目ごとに比較するなどして検査したところ、表3のとお

り、17年度から20年度までの間において、特に通信維持費、航空機修理費、諸器材

購入費等について、執行額が計画額を大きく上回っている状況となっていた。これ

は、他の補給処等が担任する装備品等について、装備品等の故障の発生見積りと実

績とに差が生ずることなどにより執行額が計画額を下回り、年度途中に把握したこ

の差額について、第1補給処において、比較的短期間での納入が可能な事務用品等の

調達に充てていたことによるものである。一方、21年度以降については、入札談合

の発覚を契機としてこのような執行を行わないとしたことから、執行額は計画額を

下回る状況となっていた。
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表3 第1補給処における調達基本計画額と執行額

また、個別の事務用品等の調達の状況について検査したところ、17年度から20年

度までの間の調達数量に比べて21年度以降の調達数量が大幅に減少しているなどの

事例が見受けられた。
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＜事例1＞

第1補給処は、各部隊等で使用するコピー用紙については、平成17年度から20年度

までの間、毎年度末に次年度分の要望数量を各部隊等から提出させて、要望された数

量の査定に当たって、その全量を認めた上で計画外予算により調達して各部隊等に納

品させていた（各年度の調達数量については次表参照。）。

防衛監察による指摘を受けた以降の調達の状況についてみると、21、22両年度は、

部隊運用上支障のない最低限必要な数量に限り調達することとしたことから、調達数

量は大幅に減少している状況となっていた。さらに、23年度は、年間の必要数量を的

確に見積もった上でこの数量に基づき民間競争入札を実施しており、これにより今後

は計画的な執行を行うこととしている。

表 航空自衛隊のコピー用紙の調達数量
（単位:箱）

年度 平成17 18 19 20 21 22 23
Ａ3判 3,270 2,700 2,600 2,850 - - 1,703
Ａ4判 102,380 92,200 96,180 92,210 69,291 18,554 55,890
Ｂ4判 3,600 2,910 2,470 2,580 - - 1,783
計 109,250 97,810 101,250 97,640 69,291 18,554 59,376

（注）平成23年度は、調達予定数量。Ａ3判は1箱1,500枚入り、Ａ4判及びＢ4判は
1箱2,500枚入りのもの。

上記のとおり、17年度から20年度までの間において、年度末における事務用品等

の調達に毎年度継続して計画額と執行額との差額の多くを充てている状況は、不要

不急な調達等が行われ、ひいては非効率、不経済な予算執行につながっていく状況

にあったものと認められた。

調査報告書によると、年度執行計画における計画額と執行額とに差額が生じてい

たことに関して、一部に、契約実績が予算積算に反映されていなかったり、不用決

定済の器材の修理費が計上されていたりするなどの予算積算上の問題があったとし

て、22年度の予算執行に当たって不用額を計上したり、23年度予算要求に当たって

減額を行ったりするなどの措置を講じているとされている。また、防衛省は、競争

の導入による公共サービスの改革に関する法律に基づき作成された公共サービス改

革基本方針（平成22年7月6日閣議決定）に従い、航空自衛隊における事務用品の調

達業務について、23年8月に調達品目の規格や予定数量等をあらかじめ定めた上で民

間競争入札により受託事業者を決定し、業務委託契約を締結している。これにより、

今後は、当該契約の対象品目について、事前に部隊等に割り当てられた予算の範囲
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で部隊等が直接必要な品目を発注することとするなど、効率的、計画的に調達事務

を行うなどの改善を図っていくとしている。

したがって、防衛省において、上記の取組を着実に進めるとともに、今回民間競

争入札の対象としていない事務用品等の調達に当たっても、今後、規格、必要数量、

調達価格等について年度開始前から適切に見積もるなど、より計画的な調達手続を

検討して実施していく必要があると認められる。また、装備品等の維持等経費が、

上記のとおり故障の発生頻度の相違等を要因として予算積算と実績に一定程度かい
・ ・

離が生ずることにはやむを得ない面もあるが、今後、予算積算をより一層、実態に

即して行う必要があると認められる。

イ 第1補給処におけるオフィス家具の調達に係る不適切な予算執行

調査報告書によると、第1補給処におけるオフィス家具の調達に係る予算について、

表4のとおり、予算科目の観点から法令に準拠しているとは認められない執行が確認

されたとしている。

上記について防衛省は、これらの予算執行は、（目）通信維持費、(目)諸器材等

維持費又は(目)航空機修理費の予算科目によりオフィス家具を調達したものである

が、オフィス家具は、通信の維持、諸器材等の維持又は航空機の修理に関する作業

に使用される以外にも広く使用されるものであることから、これらの調達に要する

経費については、各「目」が目的とする通信の維持、諸器材等の維持又は航空機の

修理に直接に必要な経費とは認められず、予算の目的外使用を禁止している財政法

（昭和22年法律第34号）第32条や、「目」の間において流用するには財務大臣の承

認が必要であるとしている同法第33条第2項の規定に照らして、法令に準拠しない執

行であるとしている。

そして、防衛省は、本件事態に対して、違法に予算科目を使用し執行していたと

して、執行時の分任支出負担行為担当官である東京支処長に対して戒告の懲戒処分
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を行っている。また、調査報告書によると、防衛省は、第1補給処が他の補給処の予

算の執行残による契約を行う際には、今後、内部部局も会計上の手続（示達）の観

点で関与することとし、安易な計画外予算の執行による予算科目上の問題の発生を

防止するためのチェック機能を強化しているとされている。

会計検査院は、前記の事態を踏まえて、予算執行手続やその体制等について検査

したところ、次のような状況となっていた（次図参照）。

図　航空自衛隊におけるオフィス家具の調達に係る予算執行手続と体制

   　②支出負担行為の計画の
 支出負担行為の計画の示達    　　 示達の要求総括表の作

   　　 成・提出

　　　航空幕僚監部

支出負担行為担当官         　　　　　　　　　予算総括者

（航空幕僚監部総務部長）　　　　　　　　　　　　　　（航空幕僚長）

①支出負担行為の計画及び
　 限度額の示達要求の申請

　　　　　　（補給本部長）

　　　　　
 　　 示達請求 　　  示達請求  示達請求  示達請求

第1部長 　　　 　 第2部長 　 第3部長 　 第4部長

　　  調整       調整       調整        調整

　      　第1補給処長　

　
　支出負担行為 　④仕様書
　の限度額の　　 　の作成、
　示達の通知　　　調達要求
　

        分任支出負担行為担当官
                 （東京支処長）

         
　　　　　　調達要望

⑤発注
　　　

　　　　　業者

納品

部隊等

　　　　　　　　　各省各庁の長（防衛大臣）

計画部長
　
③
支
出
負
担
行
為
の
限
度
額
の
示
達

 第2補給
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(ｱ) 補給本部では、航空幕僚長への示達要求の申請に先立ち、第1補給処と調整した

結果として、オフィス家具の調達経費について、(目)通信維持費、(目)諸器材等

維持費又は(目)航空機修理費の予算を使用することを前提に示達請求の事務が行

われていた。

(ｲ) 東京支処長は、どの予算科目を使用して支出負担行為を行うかについては、第

1補給処長が具体的に予算科目を指定して調達要求を行うこと、使用する予算科目

はいずれも事務用品等の支出が可能であるとの誤った認識を持っていたことなど

から、予算科目の使用の妥当性に関する個別的な判断を実質的に行っていなかっ

た。

このように、不適正な予算科目による執行が行われていた要因としては、補給本

部及び第1補給処において各予算科目に不用額を生じさせないことを優先させたため

に法令及び予算を遵守して予算執行を行うことについての認識に欠けていたことに

もよるが、支出負担行為の事務を委任されていた分任支出負担行為担当官である東

京支処長が示達要求の申請の事務に関与していないなどしていて、適正な予算科目

を使用することを前提とした示達の内容となっているかなど示達された限度額の内

容の詳細について的確に把握しておらず、予算執行に当たって適正な予算科目を使

用することについての支出負担行為による統制が必ずしも的確に行える体制とはな

っていなかったことによると認められる。

したがって、航空自衛隊において、支出負担行為に係る示達の内容の詳細を的確

に把握した上で支出負担行為を行うこととするよう必要な体制等を改めて検討し整

備する必要があると認められる。

(2) 入札・契約の状況

ア 入札・契約方式の適用状況

検査の対象とした5,500件の調達について、オフィス家具、ＯＡ機器、トナー及び

その他に分類して、それぞれ入札・契約方式の適用状況について件数、金額等を示

すと、表5のとおりとなっている。

第1補給処は、前記のとおり、財務省通達により物品の購入について予定価格が1

60万円を超える随意契約については公表することとされたことなどを契機として、

17年度以降はこれらの契約を一般競争入札に付しており、オフィス家具については、

ほとんどの契約において一般競争入札が実施されていた。また、検査の対象とした
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全契約についてみても、5,500件のうち4,497件（81.7％）において一般競争入札が

実施されていた。そして、第1補給処は、防衛監察において不自然な入札状況が指摘

されたことを踏まえて、21年度以降、計画外予算の執行を見合わせており、第1補給

処の調達全体の件数、金額とも大きく減少していた。さらに、オフィス家具及びＯ

Ａ機器については、21、22両年度とも一部の例外を除いて調達を見合わせていた。
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イ 入札参加者数と落札率の状況

上記のとおり、事務用品等を担任している第1補給処の調達においては、17年度以

降広く一般競争入札が行われている。そこで、会計検査院は、一般競争入札におけ

る契約ごとの入札参加者数と契約金額の予定価格に対する割合を示す落札率の状況

について検査したところ以下のとおりとなっていた(別表1、29ページ参照)。

すなわち、オフィス家具については、入札談合が開始されたとされる17年度にお

いては、1者のみの入札となっている契約の割合は件数で66.3％、契約金額で72.0％

と高いものとなっていたが、その後の18年度から20年度までの間はこの割合が低下

し、多くの契約において複数の業者が入札に参加している形となっていた。しかし、

各年度の落札率でみると、複数の者が入札に参加した18年度から20年度までの間も、

各年度の平均落札率は97.9％から98.4％といずれも高い状況のままとなっていた。

そして、防衛監察による指摘以降は、21年度において平均落札率が66.7％と著しく

低下している状況となっていた。

ＯＡ機器については、17年度から19年度までの間は1者のみの入札となっている契

約の割合が件数で58.0％から66.6％、金額で50.9％から69.2％と比較的高い状況と

なっていた。また、17年度から20年度までの間の各年度の平均落札率も、94.0％か

ら98.0％と高い状況となっていた。なお、21年度以降は新たな調達が行われていな

い状況であった。

トナーについては、17年度から22年度までのいずれの年度においても1者のみの入

札となっている契約の割合が件数で52.0％から92.5％、金額で62.1％から95.6％と

高く、平均落札率も97.9％から100.0％と高い状況となっていた。

ウ 事務用品のメーカーごとの受注割合

調査報告書によると、第1補給処はメーカー等ごとに調達要求目標額を設定してい

たとされているが、事務用品の調達に関してメーカーごとの各年度における受注割

合を会計検査院において検査したところ、オフィス家具については、入札談合が行

われていたとされる各年度とも、各メーカーの受注割合に大きな変化がない状況と

なっていた。なお、入札談合事件が発覚した21年度以降、防衛省における改善措置

が執られるまで原則としてオフィス家具の発注が見送られていること、22年度はメ

ーカー6社に対して6か月又は12か月の期間、指名停止措置が執られたことなどから、

各社とも受注実績はない状況となっていた（別表2、31ページ参照）。
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また、ＯＡ機器について、コピー機（複合機を含む。以下同じ。）、プリンター

及びパソコンに分けて、受注割合をみると、コピー機については、各年度とも特定

の5社が全て受注している状況となっており、この5社の中には市場占有率が比較的

高いとされているメーカーが含まれていなかった（別表3から別表5まで、31、32ペ

ージ参照）。トナーについては、コピー機及びプリンターの機器に対応してメーカ

ーが指定されることから、特定の6社の受注割合が88.7％から97.6％と大半を占める

状況となっていた（別表6、33ページ参照）。

エ 航空自衛隊における入札状況の監視等の取組

航空自衛隊においては、今後、調達要求段階から各調達機関自らが入札過程の監

視及び入札結果の検証を行うためのチェックシートを作成することとし、会計監査

等の際に、このチェックシートを基にして、仕様書が特定の業者に有利になってい

ないか、落札の状況に規則性はないか、受注シェアに顕著な傾向がないかなどの調

達機関の自主点検が適切なものとなっているか、また、銘柄等を指定する理由が適

切かなどの点に重点をおいた監査を実施することとしている。そして、従来、各補

給処に対する会計監査は、主として補給本部に置かれた会計監査官において実施さ

れていたが、結果として防衛監察が行われるまでの長期間不自然な入札状況を発見

できなかったことを踏まえて、実効ある会計監査を行えるよう態勢を整備すること

としている。

したがって、航空自衛隊において、会計監査等が監査を受けるものから独立した

立場で効果的に実施される体制を強化することを検討するとともに、これらの自主

点検や会計監査等について実効ある取組として継続することが重要であると認めら

れる。

(3) 仕様書の作成等の状況

ア 競争性の確保について

前記のとおり、調査報告書によると、第1補給処においては、オフィス家具の調達

を希望するメーカーに同等品調べを依頼し、これを基に仕様書の一部となる調達品

目表を作成していたとされている。そして、公正取引委員会は、調達を希望するメ

ーカーにこのような依頼を行うなどの一連の行為は、入札談合等関与行為防止法に

規定する入札談合等関与行為であるとしている。

今回、第1補給処におけるオフィス家具の調達において、上記のとおり作成してい
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たとされる調達品目表について、実際の作成状況を会計検査院において検査したと

ころ、調達品目表には、部隊等が調達を希望する品目について、複数のメーカーの

製品の型式番号が記載されていたが、具体的な規格等は記載されておらず、これら

の製品が同等品であるかどうかは一見して分かるものとなっていなかった。そして、

これらの中には、同等品を記載すべき調達品目表に規格等が異なる製品が記載され

ていて、競争性及び公正性が確保された適切な仕様書となっていない事例が見受け

られた。

＜事例2＞

第1補給処は、平成19年度にＫ社製のオフィス家具を調達している。そして、当該契約

に係る調達品目表のうち、事務用椅子を例として、各メーカーの製品カタログ等に基づい

て各製品の規格等を比較したところ、表のとおり、調達した事務用椅子とそれ以外のもの

とでは、椅子の表皮の材質、高さなどの規格等が大きく異なっていて、Ｋ社製が最も安価

となるような調達品目表が作成されていた。

本来、調達品目表は、同等品と認められる複数のメーカーの製品を記載して作成する必

要があるが、実際に作成されていた調達品目表には、規格等の異なる製品が記載されてい

て、競争性及び公正性が確保された適切な仕様書となっていなかった。

表 調達品目と規格等の比較事例

区 分 Ｊ社 Ｋ社 Ｌ社 Ｍ社 Ｎ社 Ｏ社

規格等 ハイバック ローバック ハイバック ハイバック ハイバック ハイバック

革張り 布張り 革張り 布張り 革張り 革張り

定価 264,000円 152,300円 265,360円 194,000円 264,400円 232,000円

(税抜き)

また、仕様書に必要以上に詳細な性能諸元を記載するなどしていて、競争性の確

保が十分でないなどの事例が見受けられた。

＜事例3＞

第1補給処は、隊員の教育訓練に資するための銃剣道防具を表1のとおり平成17年度から

20年度までの間に計1億2958万余円で調達している。

防衛省は、調達の効率化等に資するため、装備品等の互換性及び共通性を高くすること

などを目的として必要に応じて防衛省仕様書を作成しており、銃剣道防具については、23

年3月まで防衛省仕様書が作成されていて、この仕様書を満たす製品は、複数の銃剣道防
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具メーカーにおいてカタログに掲載され一般市販品として販売されている。

第1補給処は、18年度の調達はこの防衛省仕様書に準じて行っているが、その他の各年

度の調達においては、防衛省仕様では重い、硬い、動きにくいなどの理由から、特定のメ

ーカー及び銘柄を指定し、当該製品又はその同等品を調達するとした上で、更にその製品

の性能諸元を詳細に引用して素材、裁縫方法、色等を記載するなど競争性が十分確保され

ていない形の仕様書を作成して入札を行っていた。このことから、他のメーカーの製品に

は該当するものがなく、18年度の1契約を除いて、毎年度、指定した製品を製造する同一

のメーカーから調達を行っていた。

しかし、銃剣道防具を製造するメーカーは数多くあり、各年度に調達された製品と同等

と認められる製品も複数販売されていることから、仕様書において詳細な性能諸元を規定

することなく、一定の要求性能を満足する複数の銘柄を指定するなどして競争性の確保を

図る必要があると認められた。

表1 銃剣道防具の各年度の調達状況

また、17年度から20年度までの間に銘柄を指定して調達した銃剣道防具の調達単価と、

18年度のうちの1契約にある防衛省仕様書に準じた銘柄により調達した防具の調達単価を

比較すると表2のとおり、相当程度開差のあるものとなっていた。第1補給処では、これら

全数を計画外予算で調達している状況であったが、これらの調達に当たっても、必要数量

や調達予定単価を適切に予算積算に盛り込むなどして計画的な予算執行に努める必要があ

ると認められた。

表2 銃剣道防具(面)の調達単価等の比較
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イ 事務用品等の仕様における経済性について

事務用品等については、様々な規格等の商品が販売されているが、事務用品等の

仕様の決定に際して、航空自衛隊で標準的に調達する規格等の具体的な基準は定め

られていない状況となっていた。このことから、実際に使用することとなる各部隊

等が個別に規格等を検討した上で第1補給処に調達要望を行い、第1補給処は原則と

して部隊から要望された規格等に基づき仕様書を作成していた。会計検査院は、こ

の仕様書の作成に関して検査したところ、各部隊等で製品の規格等が区々となるな

どしていて、経済性の面から検討の余地がある事例が見受けられた。

＜事例4＞

航空自衛隊は、各部隊等が所在する基地の庁舎の事務室、会議室、廊下等に使用するタ

イルカーペットを毎年度多数調達している。タイルカーペットについては、国の機関等の

庁舎でも広く使用されており、一般的には、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建

築工事標準仕様書」（建築工事編）等に基づく規格のものが採用されている状況である。

そして、航空自衛隊においてもこの仕様のものを広く使用している。

第1補給処は、平成18年度から20年度までの間に、上記の規格の性能に、更に医療機関

等向けの特定用途とされる制菌性能等が付加された製品を調達(調達単価6,291円／㎡～6,

537円／㎡、調達数量計11,565㎡)していた。

しかし、これらの製品は、庁舎の事務室等で一般的に使用するために調達しているもの

であり、一般的な仕様の製品(第1補給処で同時期に調達していた一般的な仕様のタイルカ

ーペットの単価5,846円／㎡～6,019円／㎡)を使用している他の部隊等の庁舎では特に不

都合が生じていないことも踏まえれば、高機能なタイルカーペットを採用する必要はない

ものと認められた。

なお、航空自衛隊は、21年度から、事務室等で使用するタイルカーペットについて一般

的な仕様にすることとしていた。

＜事例5＞

第1補給処は、隊員が職務で使用する事務用の机や椅子を多数調達している。事務用机

等の仕様等に関しては、補給本部が定めた装備基準数表において、例えば「両袖机｜3佐

以上又は同位の事務官等｜（備考）相応のもの」と規定されているだけで、具体的な規格

等は定められていなかった。そこで、2等空佐、3等空佐等が就くこととなる部隊の隊長等
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の職位にある者が使用する事務用椅子を例として、主な仕様や価格等を比較したところ次

表のとおりとなっていた。

表

上記のとおり、仕様の決定に当たって具体的な基準は定められていないことから、各部

隊等が製品カタログを参照するなどして具体的な製品を要望し、これに基づき規格等を決

定しており、仮に同等の階級及び職位の者が使用する事務用品であっても、部隊等の考え

方の相違により、異なる規格、価格等の事務用品が調達される状況となっていた。

したがって、調達に際して、階級や職位に応じて製品の規格等に経済性も考慮した一定

の基準を定める必要があると認められた。

なお、航空自衛隊は、21年度からオフィス家具について職位等ごとに製品の規格等の目

安を定めていた。さらに、23年8月に実施した前記の民間競争入札において、例えば、上

記の階級及び職位の者が使用する椅子の規格を総高1,000mm以上で合成皮革とするなど、

経済性も考慮した規格、仕様等を定めていた。

上記に関して、航空自衛隊は、仕様書の記載要領を改正するなどして、必要以上に

細部にわたる仕様については記載しないこととするとともに、銘柄指定の仕様書とす

る場合は、その理由書を必ず添付することを規定するなどの措置を講じている。さら

に、仕様書の情報を防衛省内で共有化することにより仕様書作成事務の適正化及び省

力化を推進することとしている。

したがって、航空自衛隊において、仕様書の作成に当たっては、改正された仕様書

の記載要領を厳格に遵守するなどして入札参加者が限定されることなどがないよう競

争性の確保を十分図るとともに、今回、民間競争入札の対象としていない事務用品等

の調達に当たっても、省内で共有化することとしている仕様書の情報を的確に活用す

るなどして、調達する事務用品等の規格を合理的なものとするなど経済的な調達が行
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われるように十分留意する必要があると認められる。

(4) 予定価格の算定の状況

調達物品等の予定価格の算定基準に関する訓令（昭和37年防衛庁訓令第35号）によ

ると、予定価格の算定の基準とする計算価格の計算に当たっては、計算の要素となる

数値について適当と認められる標準資料がある場合は、当該業種において適当と認め

られる数値を適用して計算するものとし、標準資料がない場合は、調達物品等につい

てその調達の相手方として適当と認めて選定した2者以上の相手方から調達物品等の見

積資料の提出を求め、当該資料に基づき適当と認められる数値を適用して計算価格を

計算することができることとされている。

東京支処は、オフィス家具、ＯＡ機器及びトナーの調達に係る予定価格の算定に当

たっては、いずれも見積資料の提出を受けて計算価格の計算をしていた。そこで、会

計検査院は、上記の訓令で2者以上から見積資料の提出を受けることとされていること

を踏まえて、17年度から22年度までの間の各契約の見積りの徴取先の数及び見積資料

の徴取先が1者のみとなっている契約のうち見積資料徴取会社が契約相手方となってい

る契約の数について検査した。

表6 オフィス家具、ＯＡ機器及びトナーの見積資料徴取状況
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表7 見積資料の徴取が1者のみとなっている契約のうち見積資料徴取会社が契約相手方と

なっている契約

オフィス家具に係る見積りの徴取先の数については、表6のとおり、入札談合が開始

されたとされる17年度は、107件の契約のうち75件が1者からのみとなっており、この

75件の契約は全て見積資料を徴取した会社が契約の相手方となっていた。そして、18

年度以降は、見積資料の徴取が1者のみの契約数が大きく減少していた。また、不自然

な入札状況が見受けられたとされるＯＡ機器及びトナーの見積りの徴取先の数につい

てみると、各年度とも1者からのみの徴取となっている件数の割合は、ＯＡ機器で52.

5％から69.8％、トナーで72.0％から88.5％と高くなっていた。

そして、表7のとおり、見積資料を徴取した会社が1者のみとなっている契約のうち

見積資料を徴取した会社が契約相手方となっていた件数の割合は、オフィス家具で10

0.0％、ＯＡ機器で90.0％から100.0％、トナーで88.8％から96.7％といずれも高くな

っている状況が見受けられた。

このような状況について、東京支処は、見積資料が1者のみとなっているのは、見積

資料の提出を複数者に求めた場合でも、実際に見積資料の提出に応じたのが1者のみで

あったためであるとしている。

しかし、前記のとおり、見積りの徴取先が1者のみとなっている契約の多くが実際の
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契約の相手方となっている状況に鑑みれば、仕様書の作成段階等で競争性の確保が十

分図られていないことも考えられることから、見積書の提出に応じない者などからそ

の理由等について確認するなど仕様書の内容についてより的確に検証する必要があっ

たと認められた。また、1者のみからの見積資料に基づき予定価格が算定されているの

は、予定価格の客観性の確保の点からも適切ではないと認められた。

航空自衛隊は、今回の入札談合等関与行為が第1補給処の入札・契約事務を行う契約

部門ではなく調達要求部門を中心に行われていたことが調査報告書等で明らかになっ

たことから、今後、主として調達要求業務に対する管理監督を強化する体制を構築す

ることとしている。

しかし、仕様書等の妥当性は、契約事務の過程においても効果的に検証できること

から、航空自衛隊において、契約部門において調達要求部門が作成した仕様書等の妥

当性等を的確に検証するためのマニュアルを作成したり、調達要求部門に仕様書の変

更を求める際の基準を新たに設けたりなどして、契約事務の過程において調達要求事

務をより効果的に牽制できる体制を検討し整備する必要があると認められる。

（5）入札談合により受けた損害の回復

防衛省は、18年10月以降締結する契約に関して、入札談合等の不正があった場合に

契約相手方から違約金を徴することなどを内容とした特約条項（以下「違約金条項」

という。）を付すこととしており、18年度から20年度までの間に締結されたオフィス

家具の調達に関する契約については、全て違約金条項が付されている。

そして、防衛省は、今回、公正取引委員会から入札談合の認定を受けた契約に関し

て、この違約金条項に基づき違約金を請求するための手続を進めているとしている。

また、違約金条項が付されていない17年度に締結された契約については、損害賠償の

請求を行う方向で、現在、損害額の確定等の手続を進めているとしており、入札談合

により受けた損害の回復はいまだなされていない状況となっていた。

したがって、防衛省において、違約金条項に基づく違約金の請求や損害賠償の請求

を適切に行うことにより、速やかな損害の回復に努める必要があると認められる。

4 所見

(1) 検査の状況の概要

航空自衛隊の事務用品等の調達に関しては、競争性、透明性及び公正性を確保し、

談合の防止を図るとともに、経済的な予算執行を行うことが求められている。
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今回、会計検査院は、航空自衛隊が発注するオフィス家具に係る入札談合が発生し

たことなどを踏まえて、入札談合が行われていたとされる17年度から20年度までの間

とそれ以降の第1補給処における事務用品等の調達に係る入札・契約及び予算執行等に

ついて、特に会計経理の面からこれらが適切に実施されているか、防衛省において執

られた改善の措置は適切かつ効果的なものとなっているかなどに着眼して検査したと

ころ、次のような状況が見受けられた。

ア 17年度から20年度までの間において、装備品等の整備、維持等に係る経費の年度

執行計画額と年度途中に把握された執行実績額との差額について、年度末に事務用

品等の調達に毎年度継続して充てられている状況となっていた。これに関して、防

衛省は、23年度予算を減額するとともに、民間競争入札により事務用品の調達を行

うなど効率的、計画的に調達を実施していくこととしている。

イ 事務用品の調達には充てることができない予算科目が使用されていた事態に関し

て、支出負担行為の事務を委任されていた分任支出負担行為担当官である東京支処

長は示達要求の事務に関与していないなど示達された限度額の内容の詳細について

的確に把握しておらず、予算執行に当たって適正な予算科目を使用することについ

ての支出負担行為による統制が必ずしも的確に行える体制とはなっていなかった。

ウ 落札率の状況については、入札談合が行われていたとされる17年度から20年度ま

での間のオフィス家具の平均落札率はいずれも高く、これ以降の平均落札率は著し

く低下している状況が見受けられた。不自然な入札状況が見受けられたとされるＯ

Ａ機器については、17年度から20年度までの間に平均落札率が高い状況が見受けら

れたが、これ以降は新たな調達が行われていない状況となっていた。また、各メー

カーごとの受注割合の状況については、入札談合が行われていたとされる各年度と

も、オフィス家具における各メーカーごとの受注割合は大きな変化がない状況とな

っていた。ＯＡ機器のうちコピー機の受注割合に関しては、各年度とも特定の5社が

全て受注している状況となっており、この5社の中には市場占有率が比較的高いとさ

れているメーカーが含まれていない状況となっていた。

航空自衛隊は、今後、落札の状況に規則性はないか、受注シェアに顕著な傾向が

ないかなどの調達機関による自主点検及びこれらが適切に行われているかに重点を

置いた会計監査等を行うこととしている。また、従来、各補給処の会計監査は、主

として補給本部に置かれた会計監査官において実施されていたが、結果として防衛
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監察が行われるまでの長期間不自然な入札状況を発見できなかったことを踏まえて、

実効ある会計監査を行えるよう態勢を整備することとしている。

エ 仕様書の作成に当たって、同等品とは認められない製品を同等品として記載した

り、必要以上に詳細な性能諸元を記載したりするなどして、競争性、公平性等が十

分に確保されていない状況が見受けられた。また、調達された製品の規格等が区々

となっていて、経済性の面から検討の余地があると認められる事例が見受けられた。

これらの事態に関して、航空自衛隊は、仕様書の記載要領を改正したり、民間競争

入札において経済性も考慮した規格等を定めるなどして改善を図ってきている。

オ 2者以上から提出を受けることとされている見積資料について、1者のみから提出

を受けている契約が多数あり、このうち見積資料を徴取した会社が実際の契約の相

手方となっている契約が数多くある状況が見受けられた。

カ 違約金条項に基づく違約金の請求は現在手続中であり、損害賠償請求については

損害の確定がなされておらず、入札談合により受けた損害の回復は、いまだなされ

ていない状況となっていた。

(2) 所見

防衛省は、今回の事案によって失われた国民の信頼を取り戻し、防衛省の使命・任

務を全うしていくため、今後とも、調査報告書で明らかにした改善措置を的確に実施

していくこととしている。ついては、改善措置の実施に当たっては、会計検査院の検

査の状況も踏まえて以下の点についても確実に取り組むなどして、より効果的に実施

していくことが必要である。

ア 任務の遂行に必要となる事務用品等の調達に当たっては、経済的な予算執行に資

するため、特に、今回、民間競争入札の対象としていない事務用品等の調達につい

ても、規格、必要数量、調達価格等について年度開始前から適切に見積もるなど計

画的に執行するための調達手続等を検討し実施すること

イ 予算執行に当たって、適正な予算科目を使用することについての支出負担行為に

よる統制が的確に機能するようにするため、支出負担行為に係る示達の内容の詳細

を的確に把握した上で支出負担行為を行うこととするよう必要な体制等を改めて検

討し整備すること

ウ 航空自衛隊において、会計監査等が監査を受ける者から独立した立場で効果的に

実施される体制を強化することを検討するとともに、自主点検や会計監査等につい
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て実効ある取組として継続すること

エ 仕様書の作成に当たっては、改正された仕様書の記載要領を厳格に遵守するなど

して入札参加者が限定されることなどがないよう競争性の確保を十分図るとともに、

今回、民間競争入札の対象としていない事務用品等の調達に当たっても、省内で共

有化することとしている仕様書の情報を的確に活用するなどして、調達する事務用

品等の規格を合理的なものとするなど経済的な調達が行われるように十分留意する

こと

オ 契約部門において、調達要求部門が作成した仕様書等の妥当性等を的確に検証す

るためのマニュアルを作成したり、調達要求部門に仕様書の変更を求める際の基準

を新たに設けたりなどして、契約事務の過程において調達要求事務をより効果的に

牽制できる体制を検討し整備すること、また、予定価格の算定に当たり、見積資料

による場合は2者以上から徴取することを徹底し、見積資料が1者からしか提出され

ない場合にはその理由等について確認するなど契約事務の過程において仕様書の内

容についてより的確に検証すること

カ 違約金条項に基づく違約金の請求や損害賠償の請求を適切に行うことにより、速

やかな損害の回復に努めること

会計検査院としては、上記の所見として記載した各事項や防衛省における入札・契約

事務等に係る改善措置が適切に講じられ、当該措置に係る取組が効果的に実施されてい

るかについて引き続き検査していくこととする。



別 表 目 次
………………………………別表1 一般競争入札における入札参加者数の状況と落札率 29

………………………………別表2 オフィス家具のメーカーごとの契約金額、受注割合 31

……………………………………別表3 コピー機のメーカーごとの契約金額、受注割合 31

…………………………………別表4 プリンターのメーカーごとの契約金額、受注割合 32

……………………………………別表5 パソコンのメーカーごとの契約金額、受注割合 32

………………………………………別表6 トナーのメーカーごとの契約金額、受注割合 33



- 29 -

別表1 一般競争入札における入札参加者数の状況と落札率
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別表4 プリンターのメーカーごとの契約金額、受注割合

別表5 パソコンのメーカーごとの契約金額、受注割合
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別表6 トナーのメーカーごとの契約金額、受注割合


	Taro-1 報告書表紙
	Taro-2 報告書前文
	Taro-3 目次
	Taro-4 報告書本文(前半)
	Taro-4 報告書本文12ページ目
	Taro-4 報告書本文(後半)
	Taro-5 別表目次
	Taro-6 報告書本文(別表)

